




















































（ 1）　参照、川内原発設置変更許可取消訴訟・福岡地判令和元年 6 月17日 LEX/
DB25570327。
（ 2）　参照、千葉地判平成31年 3 月14日 LEX/DB25563204など。
（ 3）　最判平成17年 5 月30日民集59巻 4 号671頁。
（ 4）　最判平成 4年10月29日民集46巻 7 号1174頁。



































































































（ 9）　最判平成 4年 9月22日民集46巻 6 号571頁。
（10）　名古屋高金沢支判平成15年 1 月27日判時1818号 3 頁。









































































に適合するものであること」（39条 1 項 1 号）と定めている。これを受け
て、同法施行規則は設置基準として「使用することが予想される航空機の
予想される回数の運航に十分耐えるだけの強度を有するものであること」
















































（16）　東京地判平成27年 1 月22日 LEX/DB25505785および控訴審判決・東京高判平
成28年 2 月17日 LEX/DB25542483。
（17）　前掲注（ 8）（座談会）ジュリスト1017号 9 頁（1993年）、27頁（高橋滋発言）。


















































































































て、発電用原子炉の設置及び変更（規制法43条の 3 の 5 ないし同条の 3 の
8）、工事計画の認可（同条の 3 の 9 及び同条の 3 の10）、使用前検査（同条
の 3 の11）、燃料体検査（同条の 3 の12）、溶接安全管理検査（同条の 3 の
（21）　福岡地判令和元年 6月17日 LEX/DB25570327。

































































352　　早法 95 巻 3 号（2020）
炉設置許可等を行っていたが、法改正後は、すべて原子力規制委員会がこ
れらを行うことになった。2012年法改正前は、設計及び工事の方法の認可
などの規制は「主務省令の定めるところ」によってなされたので、各省ご
との省令に基づく規制という断片化が顕著であったが、法改正後はすべて
「原子力規制委員会規則で定めるところ」によってなされるようになった。
また、法改正前は、主務大臣による原子炉設置許可の審査に関して、原子
力安全委員会による二次審査（ダブルチェック）がなされていたが、原子
力安全委員会は原子力規制委員会に吸収され、ダブルチェックの制度も使
命を終えた。
　これらの法改正により、原子力規制委員会が一元的に、そして統一的に
原子炉施設の安全規制を行うようになったので、規制プロセスの分節化も
一つのシステムの中での審査の合理化のための工夫でしかなくなり、規制
プロセスの分節化を理由とした基本設計論に厳格な法効果を与える解釈も
存立の基盤を失ったと考えられる。
　また、バックフィット制度の導入により、再稼働には最新の規制基準へ
の適合を求められた原子炉施設について、「通常段階的に行われる原子炉
の設置変更許可、工事計画の認可、保安規定の認可について一体的に審査
を行う」
（25）
とされ、基本設計と詳細設計とが一体的に審査されている。これ
は、原子炉施設の設置変更許可の審査に詳細設計にかかわる情報が反映し
やすい状況であり、従前の基本設計論はここでも存立基盤を失っている。
おわりに
　原子炉施設の安全規制における基本設計論（＝段階的安全規制論）の形
成の歴史と構造を分析し、判例を通じて基本設計と詳細設計との区分とい
う工学的な発想が原子炉の安全規制に取り入れられ、法的な機能を持つよ
（25）　大嶋健志「新規制基準適合性審査と避難計画策定をめぐる経緯と課題」立法と
調査357号（2014年）87頁、88頁。
フクシマ後の原発安全規制と司法審査（黒川）　　353
うになったことを記述してきた。福島第一原発事故を契機とする法制度の
改革による原子力安全規制の一元化と統合により、基本設計論を支えた規
制プロセスの断片化が克服され、基本設計論の基盤が失われてきたにもか
かわらず、福島第一原発事故後の裁判例も、基本設計論を放棄するには至
ってないことも明らかになった。ただし、近年の国家賠償訴訟判決の中に
は、基本設計論を相対化するものも出てきており、この流れが原子炉施設
の設置変更許可に関する抗告訴訟にも広がるか注目されるところである。
〔付記〕2003年に早稲田大学に赴任して以来、首藤先生の真摯で誠実なお人
柄に魅力を感じていました。先生のお弟子さん達との交流も、楽しいもので
した。先生の原子力規制に関する研究・論文から、多くを学ばせていただき
ました。その成果も入れて、本論文を書きました。
